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随意契約については、平成18年２月の本会議における「公共調達の適正化に向けた取り組

みについて」のとりまとめを受け、各府省において随意契約の緊急点検を行い、その結果を

踏まえ 「随意契約見直し計画」を作成（平成18年６月、平成19年１月改訂）したところで、

、 、 。あり 現在 各府省において同計画に基づいて随意契約の適正化を進めているところである

また、独立行政法人については、平成18年３月、各府省を通じて随意契約の基準の策定、

随意契約の公表について要請し、さらに平成19年２月、各府省を通じて随意契約の適正化及

び事後評価を改めて要請したところであり、現在「独立行政法人整理合理化計画」の一環と

して、各法人について「随意契約見直し計画」を年内を目途に作成することとしているとこ

ろである。

他方で、

・競争的手続きに移行したのに、特定の者以外が事実上満たすことのできない条件を設定

し、結果として競争が成立せず、特定の者と随意契約を交わしている

・競争が行われない結果、契約額が予定価格に近似し、調達コストの増嵩を招いている

・入札契約を監視する第三者機関が設置されていない、あるいは、十分に機能していない

といった指摘が各方面からなされている。

このため、随意契約の適正化を一層推進するため、政府においては、以下の取組を迅速か

つ適切に実施する。また、これにより公共調達における無駄を徹底して排除し、国民の信頼

を取り戻すよう努めるものとする

１ 「随意契約見直し計画」の厳正な実施の徹底．

○ 各府省における随意契約の見直しが厳正に実施されるよう、それぞれの「随意契約見直

し計画」に基づく各般の措置について、

イ．一般競争入札、公募・企画競争など競争性のある契約形態への移行に際し、契約の内

容に応じた適切な競争的手続きが適用されているか



ロ．移行後の契約形態において、制限的な応募条件等を設定することにより競争性の発現

を阻害していないか

ハ．引き続き随意契約により契約を行うこととされたものについて、法令等に照らし適正

に執行されているか

ニ．特に、所管の公益法人との間で引き続き随意契約により契約を行うこととされたもの

について、その執行に当たり十分な注意が払われているか

等の観点から適切に点検し、公募等における応募要件の緩和、より競争性の高い契約方式

への移行などの必要な措置を講じるものとする。

２．監視体制の充実強化

（１）各府省における監視体制の強化

① 随意契約の適正化を進めていくに当たり、その実施状況について不断の注意を払うた

め 「随意契約見直し計画」の対象となっている契約について、地方支分部局を含めた、

府省全体の状況を本府省において定期的に把握する。

② 「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（平成13年3月9日

閣議決定 」を踏まえ、各府省が発注する工事について進められている入札契約の過程）

に第三者の意見を反映させる仕組みについて、工事以外の契約についても導入すること

とする。

すなわち、

イ．全ての府省において

ロ．工事以外の、物品・役務等も対象とし、入札契約のみならず随意契約も対象とす

ることにより

全ての契約の監視が行えるよう、全ての府省に第三者機関を設置する。

※既に上述の指針に基づいて工事に係る第三者機関を設置している府省にあっては、物品

・役務等を含む全ての契約を対象とする第三者機関として適切なものとなるよう、既設

の第三者機関を改組する。また、既設の第三者機関に加え、新たに工事以外の物品・役

務等に係る入札契約を対象とする第三者機関を設置することも可とする。

その際、

・本省のみならず、相応の発注規模の地方支分部局にも原則として設置

・応札者（応募者）が１者しかないものなどは重点的に監視

・第三者機関の審議の概要は公表

に係る措置を確保することとする。



③ 独立行政法人等については、

イ．独立行政法人等のそれぞれの監事、会計監査人等に対し、入札・契約の適正な実施

について徹底的なチェックをするべき旨、各府省を通じて指示・要請する

ロ．独立行政法人については、各府省の独立行政法人評価委員会において、入札・契約

に係る事務が適正に執行されているかについて厳正に評価する

こととする。

（２）各府省等の取り組みを一元的・横断的に監視する体制の整備

① 各府省における「契約の適正な執行に関する行政評価・監視」を総務省の行政評価等

プログラムに追加的に位置づけ、来年1月より重点的に実施し、１年を目途に取りまと

める。その際、第三者機関による監視状況についても調査する。

② 独立行政法人については、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会において、各

府省の独立行政法人評価委員会の評価を厳正に評価する。

③ 財務省は法令の解釈・適用の観点からこれに協力するとともに、内閣官房はこれらを

全般的に統括、進行管理する。

３．随意契約の適正化のための政府のフォローアップ体制

○ 随意契約の適正化をより一層推進する観点から、各府省の取組について的確にフォロー

アップするため、本会議の議長を内閣官房副長官に改め、また、その対象を国の随意契約

に加え、独立行政法人等の締結する随意契約に拡大し、その取組の体制を強化するものと

する。

○ 各府省においては、随意契約の適正化に向けて不断の努力を講じるとともに、公共調達

に関わる全ての職員が、契約をはじめとする公共調達の全ての過程において関係する諸法

令等を遵守するとともに、適正な契約の執行に万全の注意を払うよう、様々な機会を捉え

て徹底を図るものとし、不適切な事案が明らかになった場合には厳正に対処する。


